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２、本年 7月 11日全協において「被
害額 3370 万円」と公表した被害
額の根拠と経過を問われて、「1月
18 日からＫ容疑者を厳しく調査
した金額を積み上げたもの」と説

明された。3370万円の内、調査費
の 370 万円を除く約 3000 万円は
3 月議会や 6 月議会の時点でほぼ
明らかになっていたのではない

か。「横領額約 3000万円」はいつ
Ｋ容疑者に伝えたのか。 

回答 公表した公金横領分としての

約 3000 万円については、Ｋ氏に

対する損害賠償債権として、平成

28年2月時点で、Ｋ氏代理人弁護

士に回答し、同年5月時点で管財人

に破産債権届出書（1回目）を行っ

ており、3月議会、6月議会に時点

で認識していたが、「横領額約

3000万円」をＫ氏に伝えた事実は

町職員（当時）による 
公金横領事件ならびに 
前税務課長の処分に 
関する質問状 

 私たちは、甲良町議会 6 月定
例会において可決（６月 13日）
された「公金横領事件の早期告

訴ならびに事件の全容解明と再

発防止のための第三者による調

査委員会設置を求める決議」（発

議第 6 号）の趣旨に則り、事件
の全面的な解決と「不正は許さ

ない、誇りの持てる甲良町」に

進み出したと評価できる町政に

なることを切に願っています。

公金横領事件発覚から、この 8月
13 日で 7 ヶ月が経過し、Ｋ元職
員が当初から一貫して横領事実

を自認しているにもかかわらず、

刑事責任も問われず、逮捕もされ

ない異常事態が続いています。 
このように、町行政が町民に不

信を与えている事態の時こそ、町

民の代表たる議会が行政への監

視・監督の役割を果たさねばなり

ません。その役割にかんがみ下記

の通り質問します。 
記 

【公金横領事件について】 
１、事件発覚以来、幾度も行われ

た当事件に対する質問で被害

額は「捜査の関係上公表できな

い」とされてきたが、７月１１日、

Ｋ容疑者にかかわる債権者会議

で請求した甲良町の債権額に合

わせて「被害額は約 3,370万円」
だと公表された。現在容疑者が逮

捕もされない段階で、被害額を公

表したことから見えることは、

「捜査の関係上公表できない」と

する言い訳は「着服額の膨大さ」

を覆い隠す意図があったのでは

ないかと考えられる。見解は。 
回答 公表については、Ｋ氏の破産申

し立ての準備の過程で、平成28年

2 月にＫ氏代理人弁護士からの債

権照会に対し、同年3月29日に債

務者Ｋ氏の破産手続きの開始が決

定され、同年 7 月 7 日付で管財人

に最終的に破産債権届書を提出し

ました。そして同年7月11日に債

権者集会が開始されたことを機会

に、被害額を公表したもので「着服

額の膨大さ」を覆い隠す意図は、全

くありません。 

 
「3,000 万円」の 
出どころ不思議 

住んで良かった町・当たり前の町へ 
前課長の地方公務員法違反事件に対する処分が報道され、大変「甘い処分」であ

ることから、「明るい町にする気持ちがあるのか」との声が上がります。着服事件

で町が未だに告訴しない事態と合わせ、怒りと町政への不信が募ります。公金横

領事件の早期解決は、「住んで良かった町」にするためにも、当面する町政の最大

の課題です。 
 4 日、総務民生常任委員会が、①公金横領事件、②前税務課長の地方公務員法
違反処分をテーマに開かれました。これは、山田裕康、山田充、西澤の３議員連

名で開催要請（７月 15日）していたもの。 
 同委員会開催前に同じく 3議員が共同して北川町長あての質問状を提出。質問
事項に沿って質疑・協議。今回は公金横領事件に関する質問と回答を紹介します

（見出しは編集者）。求めていた回答が 10日に届きました。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

なく、また調査途上だったこ

と、顧問弁護士および警察との

協議の中で公表を差し控えて

いたことをご理解賜りたい。 

 
告訴しない理由は？ 

３、Ｋ容疑者は事件発覚当初か

らマスコミの取材に対しても

犯行を認めている。その上「横

領額約 3000万円」を公表した
時点で横領事実の証明が可能

と見られる。にもかかわらず、

刑事告訴しないのはいかなる

理由か。 
回答 告訴に向けた協議で、刑事

告訴では、Ｋ氏の供述がない場

合であっても立件可能な証拠

を求められており、相当な時間

を要していることをご理解い

ただきたい。 

 
４、「隠し持っていた」とされる

１９２戸分の２連納付書は、

いつどこで、どのように発見

されたのか。 

回答 Ｋ氏の机の中から発見さ

れたが、具体的な回答は、今後

の捜査に影響を与えることが

考えられることから差し控え

させていただきたい。 

 
５、「192戸分」の調査の結果、
何戸分の裏づけ確認が判明

し、その被害総額はどれだけ

か。 
回答 192 戸の訪問調査では、

およそ 3 割（269 件／818

件）の領収書の写真撮影ができ

たが、写真撮影できた269件

すべてが立件可能との判断に

結びつく訳ではなく、まだ絞り

込まれる可能性があることを

ご理解いただきたい。また、被

害総額については、告訴と関係

する事柄ですのでお答えする

ことはできない。 

 
６、「隠し持っていた」とされ

る 192戸分が「真の被害額」
の一部分であると説明され

ているが、どのような根拠からなの

か。横領行為の期間、件数はどれだ

けか。 
回答 192戸分は認定した約3000万

円の被害額の内数であることや、現在

納税者から調べてほしいとの依頼が

十数件あることからも公表した公金

横領分約 3000 万円で全ての被害額

を確定するものではありません。横領

期間、件数については調査中の案件が

あることからお答えできないのでご

理解いただきたい。 

 
７、刑事上の横領額と民事上の損害額

が必ずしも「同一でなければならな

い」とは限らない。よって、損害請

求は「真の被害額」が判明した時点

で毅然とＫ容疑者に請求するべき

と考える。見解は。 
回答 Ｋ氏の破産手続きにより損害額

となる損害賠償債権をいかに回収す

るかということを刑事告訴もさるこ

とながら最優先するという考えから

債権回収の機会を逃すことなく慎重

かつ着実に取り組むものと考えて

います。 

 
８、本年６月２４日付回答で第三者

による調査委員会によって行う必

要がある旨述べているが、設置時

期を明らかにすべきと考えるが、

見解は。 
回答 第三者委員会の設置について

は必要であるとの認識に変わりな

いが、適切な時期に体制を立て直し

ながら、税務課に限らず役場全体の

事務改善を必ず行うこととしたい。 

 
【前税務課長の公務員法 
違反行為について】 
※ この項の質問と回答は次回にお

知らせします。 

政治・経済・
事件のなぜ！
がよくわかる
新聞！！ 
2016.8.7より 


